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新型コロナウイルス感染症にかかる
外国人医療について



1

訪日・在留外国人数の推移



12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

2019年度 2,631,7 2,689,3 2,604,3 2,760,1 2,926,6 2,773,0 2,880,0 2,991,1 2,520,1 2,272,8 2,496,5 2,441,2

2020年度 2,526,3 2,661,0 1,085,1 193,658 2,917 1,663 2,565 3,782 8,658 13,684 27,386 56,673

前年比 96.0% 98.9% 41.7% 7.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.3% 0.6% 1.1% 2.3%
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出所：日本政府観光局 (JNTO) 発表統計 2



1月 11月

無国籍 68 2

オセアニア 95,433 413

南アメリカ 16,963 1,411

北アメリカ 157,039 1,845

アフリカ 3,687 678

ヨーロッパ 117,367 3,588

アジア 2,308,236 58,666

合計 2,698,793 66,603
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出所：出入国在留管理庁プレスリリース
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出典：出入国在留管理庁プレスリリース
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出典：出入国在留管理庁プレスリリース
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在留外国人の構成比（在留資格別） （令和２年６月末）

永住者

800,872人

27.8%

技能実習

402,422人

13.9%

特別永住者

309,282人

10.7%

技術・人文知識

・国際業務

288,995人

10.0%

留学

280,273人

9.7%

定住者

203,847人

7.1%

家族滞在

200,299人

6.9%

日本人の配偶者等

143,759人

5.0%

特定活動

72,440人

2.5%

永住者の配偶者等

42,207人

1.5%

その他

141,508人

4.9%



出典：出入国在留管理庁プレスリリース
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在留外国人の構成比（国籍・地域別）（令和２年６月末）

中国

786,830人

27.3%

韓国

435,459人

15.1%
ベトナム

420,415人

14.6%

フィリピン

282,023人

9.8%

ブラジル

211,178人

7.3%

ネパール

95,367人

3.3%

インドネシア

66,084人

2.3%

台湾

59,934人

2.1%

米国

57,214人

2.0%

タイ

53,344人

1.8% その他

418,056人

14.5%



出典：出入国在留管理庁プレスリリース
7

在留外国人の構成比（都道府県別，令和２年６月末）

東京都

568,665人

19.7%

愛知県

276,282人

9.6%

大阪府

253,303人

8.8%

神奈川県

235,369人

8.2%

埼玉県

196,537人

6.8%
千葉県

167,220人

5.8%

兵庫県

114,927人

4.0%

静岡県

100,237人

3.5%

福岡県

81,556人

2.8%

茨城県

70,806人

2.5%

その他

821,002人

28.4%
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厚生労働省の取組
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厚生労働省提供資料



10
厚生労働省提供資料
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【上限額】
1施設当たり1,083,000円

（14）医療機関における新型コロナウイルス感染症の外国人患者受入れのための設備整備事業

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）

【実施者】
都道府県が選出する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」であって、かつ、
「新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う医療機関」として厚生労働大臣が認める者
① 帰国者・接触者外来を設置している又は設置を予定している医療機関
② 入院を要する救急患者に対応可能な次の医療機関
・ 感染症指定医療機関
・ 「今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について」 （令和2年6月19日事務連絡）等に基づき、

新型コロナウイルス感染症の患者等のための病床を確保している、もしくは、都道府県の調整等に応じて入院患者等の受入を
行う意向がある医療機関

※ ①②の合計で二次医療圏数＋１を上限

【内容】
新型コロナウイルス感染症疑いのある患者がそれ以外の疾患の患者と接触しないように設けら
れた動線に確実に誘導するとともに、院内感染防止上必要な情報を提供するため、多言語の看
板や電光掲示板等を次に掲げるような場所※に整備すること

※（ア）医療機関の入口等、患者が医療機関を訪れる際にはじめに立ち寄る場所
（イ）新型コロナウイルス感染症の疑いのある患者が待機する場所

※入院を要する救急患者に対応可能な感染症指定医療機関等の場合は、1 か所に限り 429,000円を加算。

出典：令和3年2月3日発出
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の実施に当たっての取扱いについて
「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の実施について」の一部改正について
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆Ａ（第15 版）について
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【上限額】
・入院医療機関１施設当たり10,000,000円
・宿泊療養施設１施設当たり 2,000,000円

（20）新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関等における外国人患者の受入れ体制

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）

【実施者】（ア）または（イ）に該当するもの
（ア）入院医療機関の場合
都道府県、政令市及び特別区並びに新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関であって、
かつ、都道府県が選出する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関（選出予定を含む。）
」である医療機関
（イ）宿泊療養施設の場合
都道府県、政令市及び特別区

【対象経費】
外国人患者の受入れにあたり必要な、外国人特有の課題に対応した入院治療・療養が可能な
体制の整備、感染拡大防止対策や診療体制確保等に要する費用
（従前から勤務している者及び通常の医療の提供を行う者に係る人件費は除く。）

出典：令和3年2月3日発出
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の実施に当たっての
取扱いについて
「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（医療分）の実施について」の
一部改正について
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業に関するＱ＆Ａ（第15 版）について

(14)が主に外来で医療機関に訪れる外国人患者の
動線誘導を目的とした掲示物整備であるのに対し、
(20)は外国人患者の入院療養における対応を広く
支援するもの
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厚生労働省提供資料
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厚生労働省提供資料
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（１）目的：今後、訪日・在日外国人の増加が見込まれる我が国において、医療機関を受診する外国人患者数の増大が

予測されることから、医療通訳サービスの活用により医師と患者の良好なコミュニケーションを確保し、医療事故

の防止につなげることを目的とします。

１．サービス提供の目的と概要

（２）医療通訳サービスの概要：

○契約形式：日本医師会医師賠償責任保険 基本契約への医療通訳サービスの付帯

○利用対象者：開設者・管理者が日本医師会A1会員である医療機関の医師・職員

○利用可能回数：
・電話医療通訳：Ａ１会員一人あたり年間２０回まで無料、１８言語、毎日８：３０-２４：００
一回当たりの時間上限は３０分間で超えたら回数がプラスカウントされます。

※無料利用回数を超過した場合、追加費用は時間精算となり、5分毎1,500円（税抜き）を利用したA１会員の先生方に
ご負担いただきます。

・機械翻訳：回数無制限、１８言語、毎日24時間

○開始時期：2020年４月1日

○費用：無料

・当該サービス利用による費用（会費、貴会の金銭的ご負担）はございません。 (上記超過費用は除く）

【参考】日本医師会医師賠償責任保険医療通訳サービス
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２．医療通訳サービスの内容

電話医療通訳

英語
中国語
韓国語
ベトナム語
タイ語
スペイン語

ポルトガル語
ロシア語
フランス語
ヒンディー語
モンゴル語
アラビア語

インドネシア語
ネパール語
ペルシア語
ミャンマー語
タガログ語
広東語

対応言語：1８言語
対応時間：8:30-24:00毎日

※IC、ムンテラにも対応

機械翻訳

対応言語：1８言語
対応時間：毎日24時間

医療専門の会社として蓄積してきた、
医療現場における翻訳ログをデータベー
スに備えた医療機関向け機械翻訳。
言語は電話通訳と同じ1８言語対応してお
り、ご契約いただく通訳分数を消化する
ことなく、24時間、制限なくいくらでも
お使いいただけます。

来院・受付 診察・検査 会計

機械翻訳

電話通訳

機械翻訳

電話通訳

機械翻訳

電話通訳
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【参考】日本医師会医師賠償責任保険医療通訳サービス
実績

2021年2月10日時点
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厚生労働省提供資料
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日本医師会の考え
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外国人の患者さんと医療機関を守るために
外国人医療に関しさらなる施策を打ち出してほしい



21

1. 外国人コミュニティに対するコロナ対策の周知・広報（ワクチン接種
を含む）を徹底すること

2. 外国人の予防接種は、住民基本台帳に掲載した市町村以外の場
所での接種を認めてはどうか。特例的に言語が理解できる医療機
関や、かかりつけの医療機関で接種を受けてもよいこととしてはど
うか。(言葉のわからない人に問診を行って接種する医師にとっても
リスク回避になると思います）

3. ワクチン接種に必要な予診票の全国統一フォームの作成と多言語
対応の作成
→都道府県・市区町村が作成する様式のほか、これらの様式でも
予防接種できるようにするべきだと思います

4. 集団接種に通訳が必要な場合の通訳の費用の負担

5. 予防接種を受けたという接種証明の日本語・外国語での表記

より良い外国人医療の提供に向けて （１）

外国人に対する新型コロナウイルス感染症に関して対応が必要と
考える事項
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ワクチン接種に必要な予診票の全国統一フォームの作成と多言語
対応の作成について

• 左は、V-SYSで発出されるワクチン予防接種の
予診票

• 予診票の様式が地域ごとに異なると、限られた
情報の中で生活する外国人の方々にとって、
不便

• 外国人医療に関しては、予診票を統一、または、
共通のフォーマットであれば、全国どこでも使
用できるようにするべき
→国・地方自治体にもご検討いただきたい

• 予診票の多言語化については、その必要性を
強く認識しており、日本医師会は、厚生労働省
に対応を求めてきた
→厚生労働省も、その必要性は十分理解され
ている。今後、17カ国語の翻訳版を作成予定
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24%

45%

18%

13%

「今年度実施予定」および

「他で実施中」

「検討中」「来年度から実施

検討」「来年度に検討」

「現時点でニーズがない」

「その他」および「無回答」

都道府県における状況についてのアンケート

〇都道府県を対象に「地域における外国人患者受入れ体制整備等を協議する場の設置・運営事業」および

「医療機関における外国人対応に資するワンストップ窓口設置・運営事業」に関する実施の意向を調査。３８都道府県が回答（2019年10月現在）。

「医療機関における外国人対応に資するワンストップ窓口設置・運営事業」

検討中：４５％

ワンストップ窓口等設置：２４％

令和元年10月 日本医師会第２回外国人医療対策会議資料
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都道府県の設置する平日昼間のワンストップ窓口について

• 都道府県にすべて任せることは、今般の新型コロナウイルス
感染症の業務負荷もあり限界がある

平日・昼間のワンストップ窓口も、国による実施、または、
都道府県を支援することを検討するべき


